
 

■提案事項 
 
 

〇 持続可能でレジリエントな地域づくりを支援すること 

本市では2050年二酸化炭素排出量実質ゼロに向け、国の補助事業等を活
用し、省エネルギー化の推進、再エネの導入を積極的に推進している。 

再エネ特措法が改正され、再エネの更なる導入に不可欠となる送配電設備
の増強について、その増強費用の一部に再エネ賦課金を活用（系統設置交
付金）する制度が新たに整備されたところである。 

しかしながら、地域の再エネ導入に伴う系統増強は、依然として発電事業
者の申し出（負担金の拠出）による方針に変わりはない。 

地域の再エネ導入を加速化するためには、送配電事業者に対する末端の
系統の増強指示と財政的な支援など、国の配電系統等の増強に向けた方針
が必要である。 

 

【提案先：経済産業省】 

【提案要旨】 カーボンニュートラルの推進に対する支援 

【提案項目】 
２９ カーボンニュートラルの推進について 

系統増強 

・再エネ導入促進には、系統の増強も必要で
はないか。 

・ローカル系統の設備投資費用は再エネ発電
事業者、需要家の負担となることから設置も
進まないことが考えられる。 

・送配電事業者に対する支援などがあれば系
統増強が進む可能性があるのではないか。 

・R4.3.14（㈱佐々木の江口さん聴き取り、中
電などは思わないかもしれないが、一般の発
電事業者からすると系統増強は可能性が広
がるのでありがたい。） 

 

Ｒ5.4.11 中電ＮＷ東森さんから電話 

・ネットワークとしては受け身の立場 

・系統連系は、今後、発電事業者からの負担
金とＦＩＴの賦課金で賄うことになるが、それだけ
では足りない。経費もかかることからどんどん増
強することはない。 

・脱炭素に向けては、太陽光のみではなく、原
発も必要なことや、蓄電池の普及なども含めて
達成するもの。 

 

⇒総論としては、再エネ賦課金が交付される
ことになっても費用の一部が賄われるのみ。基
本的には発電事業者の申し出（負担金による
整備）による系統増強は変わらない。 

 国の系統増強に向けた方針（配電系統の増
強指示による地域の再エネ導入の促進など）
を示してもらう必要があるのではないか。 

 

 

バイオマス 

・チップの性状や、生産・供給体制の構築など
が課題。 

 計画の見直しに言及（農林確認済み） 

 



２９ カーボンニュートラルの推進について  
東広島市の現状と課題・取組状況 

【 現 状 】 
  本市は、令和4年3月に「東広島市ゼロカーボンシ
ティ宣言」を表明した。また、同月には、第2次東広島
市環境基本計画を策定し、「2050年の望ましい将来
像」として脱炭素化の実現と省エネルギー・脱炭素社
会への転機を明記した。 
 本年度は、2050年目標を上方修正したことに伴い、
環境省の補助事業を活用しながら、市域における再
生可能エネルギー導入ポテンシャルを調査するととも
に、地球温暖化対策実行計画を改訂することとしてい
る。 
 また、2030年度までに民生部門の電力消費に伴う
二酸化炭素排出を実質ゼロにする脱炭素先行地域を
設け、脱炭素に資する取組みを推進する。 

【 課 題 】 
   本市の地域特性に応じた脱炭素化やレジリエンス
強化、資源循環の推進等にあたっては、再生可能エ
ネルギー導入ポテンシャルの高い市周辺地域から電
力需要規模の高い市中心部へ電力を送るための電
力系統の増強が必要である。 
 この系統増強には、発電事業者に多額の事業費
（財源）負担が必要になる。 

市民一人ひとりが 

ふるさとの環境をまもり・はぐくみ・つたえるまち 

「第2次東広島市環境基本計画」 

環境先進都市の形成に向けた重要な取組み 

 

 

全体目標像 

スマートシティの形成に向けた取組み 

技術連携プラットフォームの形成に向けた取組み 

有機性廃棄物のエネルギー化に向けた取組み 

木質バイオマスの利活用に向けた取組み 

次世代エネルギーの普及促進に向けた取組み 

自然共生の推進に向けた取組み 

豊かな自然環境の保全と活用 

緑あふれる美しい街並みの創出 

水・水辺環境の保全・向上 

良好な大気環境等の保全 脱炭素社会の形成 

資源循環型社会の形成 

広域的・国際的取り組みの展開 

環境教育・環境学習の推進 

環境情報の充実 

市民・事業者等の環境保全活動の促進 

カーボンニュートラルエリアの形成に向けた取組み 


